
 

広情個審第９０号  

令和２年１月７日  

 

 広島市教育委員会 御中 

 

 

広島市情報公開・個人情報保護審査会 

会長 田邊 誠 

 

 

   公文書部分開示決定に係る審査請求に対する裁決について（答申） 

 

 

 平成２９年６月１３日付け広市教総学第１１号並びに第１２号、同年８月４日付け

広市教総学第３４号、同年９月２１日付け広市教総学第４５号、同年１１月１３日付

け広市教総学第５８号、同月２９日付け広市教総学第６６号及び平成３０年３月３０

日付け広市教総学第１３４号で諮問のあったこのことについては、別添のとおり答申

します。 

 

（諮問第２１２、２１３、２２１、２３０、２３７、２４１、２５１号事案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 

別添（情報公開関係 諮問第２１２、２１３、２２１、２３０、２３７、２４１、２５１号事案）   

 

答   申   書 

 

  諮問のあった事案について、次のとおり答申します。 

 【諮問事案】 

① 平成２９年６月１３日付け広市教総学第１１号の諮問事案（諮問第２１２号事案） 

平成２８年９月１３日付けの公文書開示請求１０件に対し、広島市教育委員会（以下「実施機関」

という。）が同月２７日付け広市教学学第３８号で行った公文書段階開示決定等に基づき、平成２９

年３月３日付け広市教学学第１５５号で行った公文書部分開示決定に対する同年４月１４日付け審

査請求 

② 平成２９年６月１３日付け広市教総学第１２号の諮問事案（諮問第２１３号事案） 

平成２８年９月１３日付けの公文書開示請求１０件に対し、実施機関が同月２７日付け広市教学学

第３８号で行った公文書段階開示決定等に基づき、平成２９年３月３１日付け広市教学学第１６４号

で行った公文書部分開示決定に対する同年４月１４日付け審査請求 

③ 平成２９年８月１４日付け広市教総学第３４号の諮問事案（諮問第２２１号事案） 

平成２９年４月１４日付けの公文書開示請求に対し、実施機関が同月２８日付け広市教総学第６号

で行った公文書段階開示決定等に基づき、同年５月２６日付け広市教総学第１０号で行った公文書部

分開示決定に対する同年６月９日付け審査請求 

④ 平成２９年９月２１日付け広市教総学第４５号の諮問事案（諮問第２３０号事案） 

平成２９年４月１４日付けの公文書開示請求に対し、実施機関が同月２８日付け広市教総学第６号

で行った公文書段階開示決定等に基づき、同年７月７日付け広市教総学第２３号で行った公文書部分

開示決定に対する同月２５日付け審査請求 

⑤ 平成２９年１１月１３日付け広市教総学第５８号の諮問事案（諮問第２３７号事案） 

平成２９年４月１４日付けの公文書開示請求に対し、実施機関が同月２８日付け広市教総学第６号

で行った公文書段階開示決定等に基づき、同年８月１８日付け広市教総学第４１号で行った公文書部

分開示決定に対する同年９月１３日付け審査請求 

⑥ 平成２９年１１月２９日付け広市教総学第６６号の諮問事案（諮問第２４１号事案） 

平成２９年４月１４日付けの公文書開示請求に対し、実施機関が同月２８日付け広市教総学第６号

で行った公文書段階開示決定等に基づき、同年９月２９日付け広市教総学第５２号で行った公文書部

分開示決定に対する同年１０月５日付け審査請求 

⑦ 平成３０年３月３０日付け広市教総学第１３４号の諮問事案（諮問第２５１号事案） 

平成２９年４月１４日付けの公文書開示請求に対し、実施機関が同月２８日付け広市教総学第６号

で行った公文書段階開示決定等に基づき、同年１１月１０日付けの広市教総学第５６号で行った公文

書部分開示決定に対する平成３０年２月９日付け審査請求 

 

１  審査会の結論 

  実施機関が、上記７件の公文書開示請求（以下「本件開示請求」という。）に対して行った部分開

示決定はいずれも妥当である。 

 

２  審査請求の内容 

  審査請求人（以下「請求人」という。）の審査請求書における主張は、次のとおりである。 



２ 

⑴ 審査請求の趣旨 

   広島市情報公開条例（平成１３年広島市条例第６号。以下「条例」という。）に基づき、請求人

が行った本件開示請求について、上記公文書部分開示決定を取り消し、特定の個人が識別できるも

のを除くすべてを開示せよ。 

 

⑵ 審査請求の理由 

特定個人の識別ができなければ、なんら意見書や決裁書類などについての情報は個人の権利権益

を害するものではない。 

 

３  実施機関の主張要旨 

  説明書における実施機関の主張は、次のとおりである。 

 

開示しなかった情報は、個人に関する情報であって、特定の個人を識別することが可能となるもの

又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお

それがある情報に該当すると考えられるため、条例第７条第１号の規定により不開示とすることが適

当であると判断したものである。 

 

４  審査会の判断理由 

  当審査会としては、必要な調査を行い、条例に即して検討した結果、以下のとおり判断する。 

 

⑴ 審査の併合について 

諮問第２１２、２１３、２２１、２３０、２３７、２４１、２５１号については、請求人

が同一であること及び審査請求の趣旨が同様であることから、当審査会は、これらを併合し

て審議することとした。 

 

⑵ 条例第７条第１号該当性について 

請求人は、本件開示請求に対して開示しないこととした部分（以下「本件不開示部分」という。）

のうち、特定の個人が識別できる情報（以下「特定個人識別情報」という。）を除く全てを開示す

るよう求めている。 

本件不開示部分には、個人の氏名、住所、性別、生年月日等の戸籍的事項に関する情報、児童生

徒の入学・卒業年度や保護者の職務内容等の経歴に関する情報、障害の有無・程度等や傷病名、運

動能力等の心身に関する情報、家族状況や居住状況、社会的活動状況等その他の個人に関する情報

が記載されているところ、これらの情報は、氏名、生年月日などの特定個人識別情報以外の情報で

あっても、公にすることにより、他の情報と照合することで特定の個人を識別することが可能にな

るほか、個人の人格と密接に関連していることから個人の権利利益を害するおそれがある情報であ

ると認められる。 

したがって、本件不開示部分は条例第７条第１号に該当し、また、同号ただし書きのいずれにも

該当しないことから、実施機関が本件開示請求に対し、部分開示とした決定はいずれも妥当である。 

 

⑶ まとめ 

  以上により、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 



３ 

別紙１ 

 

審査会の処理経過 

 

年 月 日 処 理 内 容 

Ｈ２９・６・１３  広市教総学第１１、１２号の諮問を受理 

（諮問第２１２、２１３号で受理） 

Ｈ２９・８・４ 広市教総学第３４号の諮問を受理 

（諮問第２２１号で受理） 

Ｈ２９．９．２１ 広市教総学第４５号の諮問を受理 

（諮問第２３０号で受理） 

Ｈ２９．１１．１３ 広市教総学第５８号の諮問を受理 

（諮問第２３７号で受理） 

Ｈ２９．１１．２９ 広市教総学第６６号の諮問を受理 

（諮問第２４１号で受理） 

Ｈ３０．３．３０ 広市教総学第１３４号の諮問を受理 

（諮問第２５１号で受理） 

Ｒ１．９．２０ 

（第１回審査会） 

 第１部会で審議 

Ｒ１．１０．１８ 

（第２回審査会） 

 第１部会で審議 

Ｒ１．１１．１５ 

（第３回審査会） 

第１部会で審議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 

参 考  

 

 

  広島市情報公開・個人情報保護審査会第１部会委員名簿 

（五十音順） 

 

 

氏 名 役 職 名 

大 橋 弘 美 弁護士 

片 木 晴 彦 

（部会長） 
広島大学大学院法務研究科教授 

ジョージ・Ｒ・ハラダ 広島経済大学経済学部教授 

 

 

 

 

 


